
環 15-1-1 

15 磁界 

15-1 磁界の基準について 

15-1-1 国の基準 

超電導リニアの磁界については、国の基準である「特殊鉄道に関する技術上の基準を定め

る告示の一部を改正する告示（平成 24 年 8 月 1 日 国土交通省告示第 855 号）」及び「鉄道

に関する技術上の基準を定める省令等の解釈基準の一部改正について（平成 24 年 8 月 1 日 

国鉄技第 42 号）」において下記のとおり定められている。 

 

  （特殊鉄道に関する技術上の基準を定める告示） 

   第 6 条第 5 項第 4 号 

き電線（動力発生装置の地上設備に供給する電気の周波数を変換する機器を備えた変

電所及び当該変電所と動力発生装置の地上設備との間に施設される開閉所（以下この項

及び第七項において「特定変電所等」という。）に施設されるものを除く。以下同じ。）、

浮上装置、案内装置、動力発生装置及び車両の電源に給電する装置は、通常の使用状態

において、当該設備から発生する磁界により、当該設備のそれぞれの付近において、人

の健康に影響を及ぼすおそれがないように施設しなければならない。ただし、田畑、山

林その他の人の往来が少ない場所において、人体に危害を及ぼすおそれがないように施

設する場合はこの限りではない。 

 

   第 6 条第 5 項第 5 号 

    特定変電所等は、通常の使用状態において、当該特定変電所等から発生する磁界によ

り、当該特定変電所等の付近において、人の健康に影響を及ぼすおそれがないように施

設しなければならない。ただし、田畑、山林その他の人の往来が少ない場所において、

人体に危害を及ぼすおそれがないように施設する場合は、この限りでない。 

 

 

  （鉄道に関する技術上の基準を定める省令等の解釈基準） 

   第 6 条第 2 項(4) 

施設及び車両は、次の基準に適合するものであること 

     ①施設及び車両はき電線（動力発生装置の地上設備に供給する電気の周波数を変換

する機器を備えた変電所及び当該変電所と動力発生装置の地上設備との間に施設

される開閉所（以下「特定変電所等」という。）に施設されるものを除く。）、

超電導磁石、浮上コイル、推進コイル、給電レール及び非接触集電地上設備並び

に特定変電所等のそれぞれから発生する磁界を③の測定方法により求めた磁束密

度の測定値（交流磁界にあっては実効値）が、国際非電離放射線防護委員会の「時

間変化する電界及び磁界のばく露制限に関するガイドライン（2010）」の公衆ば

く露に対する参考レベル及び「静磁界の曝露制限値に関するガイドライン（2009）」

の一般公衆曝露の曝露限度値以下となるように施設すること。 
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     ②測定装置は、日本工業規格 JIS C 1910（2004）「人体ばく露を考慮した低周波磁

界及び電界の測定－測定器の特別要求事項及び測定の手引き」に適合する 3 軸の

ものであること。 

     ③測定方法は、IEC 62110（2009）及び IEC／TS62597（2011）に適合するものであ

ること。 

 

15-1-2 国際非電離放射線防護委員会（ICNIRP）の基準について 

解釈基準の条文で基準とされている国際非電離放射線防護委員会の「時間変化する電界及

び磁界のばく露制限に関するガイドライン（2010）」の公衆ばく露に対する参考レベル及び

「静磁界の曝露制限値に関するガイドライン（2009）」について解説する。 

 

ICNIRP の基準は、これまでに世界中で出された磁界や電界の論文を、細胞レベル、動物研

究、人体研究、疫学的研究の観点からレビューし十分な証拠があると判断された影響に基づ

き定められている。まず 1Hz から 100Hz までの変動磁界については、神経および筋組織の直

接刺激、ならびに網膜閃光現象の誘発、及び視覚処理と運動との協調のような脳機能が誘導

電界により一過性の影響を受ける可能性を根拠にして、これらの研究で認められた閾値に基

づき、基準（電界強度と周波数）が定められ、公表されたデータを用いた数学的モデル化に

より、基本制限から磁界及び電界に関する参考レベルが導き出された。 

次に静磁界については、2T 以上で、目眩、吐き気、磁気閃光など一過性の影響が、ある人々

において時折観察されたが、不可逆的または重大な健康悪影響に関する証拠は何ら見出され

ていない。したがって、目眩、吐き気、その他の感覚作用を防護するため、一般的職場に対

する曝露限度値は 2T と定められた。さらに、一般公衆に対する曝露限度値（身体の任意の部

分において）400mT は、職業的曝露の頭部・躯幹部に対する限度値を基本にし、これに低減

係数 5 を適用して導かれたものである。この低減係数は人口集団の全構成員を考慮したもの

である。 

なお、低レベルの磁界の長期曝露の影響については、世界保健機関（WHO）及び ICNIRP に

よりレビューが行われたが、明確な影響の証拠といえるものはなく、WHO は 2007 年 6 月のフ

ァクトシート No.322 において、恣意的に低いばく露制限値を採用する政策は是認されるべき

ではないことを述べている。 

 

15-1-3 医療機器について 

ペースメーカー等医療機器については、ICNIRP の対象とはしていない。一方で、ペースメ

ーカーについては、正常な動作を維持すべき静磁界を 1mT とする国際規格 ISO 14708-1&2 が

定められ、これを基にして、厚生労働省は「植込み型心臓ペースメーカー等承認基準の制定

について」において、1mT を国内のペースメーカーの承認基準としているため、列車運行に

あたっては本承認基準を順守していく。 

また、ペースメーカー以外の医用インプラントについては、今後の医療機器の国際規格や

国内規格に関する動向を注視し、必要な検討を行っていく。 
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15-2 静磁界の曝露限度値に関するガイドライン（ICNIRP 2009） 
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15-3 時間変化する電界および磁界へのばく露制限に関するガイドライン 

（1Hz から 100kHz まで）（ICNIRP 2010） 
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15-4 WHO ファクトシート（No.322） 
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15-5 車内及びホームの磁界 

超電導リニアの車両及びホームについては図 15-5-1 および図 15-5-2 に示す通り磁気シー

ルドを設置しているため、車内及びホームならびに乗降装置内の磁界は、国の基準である国際

非電離放射線防護委員会（ICNIRP）のガイドラインの参照値を大幅に下回っており、磁界によ

る影響は極めて小さい。 

特殊鉄道告示の解釈基準に基づく，車内および乗降装置部の測定箇所を図 15-5-3 および図 

15-5-4 に、同基準に基づく測定結果のまとめを図 15-5-5 に示す。（測定の詳細は「15-9 磁界

の測定結果について」付属資料 5（平成 25 年 12 月 5 日実施の公開磁界測定）参照。なお、対

向列車すれ違いによる車内変動磁界データは平成25年9月環境影響評価準備書資料編に既に掲

載済。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15-5-1 車内への磁気シールド設置の概念図 

 

 

 

図 15-5-2 ホームへの磁気シールド設置の概念図 
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図 15-5-3 車内の磁界の測定箇所 

 

 

 

図 15-5-4 乗降装置と車内（出入台）の磁界の測定箇所 
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※ペースメーカ等承認基準：1mT 

 

図 15-5-5 車内及び乗降装置と車内（出入台）の磁界の測定結果 

※乗降装置はホームの延長であり，ホームを含めた代表点とした。 
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<<付記>> 

※平成25年9月の環境影響評価準備書資料編にて記載した車内およびホームの磁界の測定箇所

および測定結果を図 15-5-6～8 に再掲する。測定当時は国土交通省が定める超電導リニアに

関する特殊鉄道告示前のため、車内静磁界およびホーム静磁界最大値の計測点は、特殊鉄道

告示の解釈基準に規定される計測点と異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15-5-6 車内の磁界の測定箇所    図 15-5-7 ホーム上の磁界の測定箇所 

 

 

図 15-5-8 車内及びホームの磁界の測定結果 

 

 

 

 ■：対向列車すれ違いによる 
車内変動磁界のうち最大 
値の測定箇所 

 
■：車内静磁界のうち最大値 

の測定箇所 
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15-6 誘導集電装置による磁界 

誘導集電装置による磁界については、高さ 10m の標準的な高架橋の下、駅のプラットホーム

やコンコース、および車内のそれぞれにおいて国の基準である ICNIRP ガイドラインにおける誘

導集電装置の周波数約9.8kHzに対応する基準値27μTの 1%未満となることが確認されており、

それも踏まえて平成 23 年 9 月に開催された評価委員会において「車上電源として実用化に必要

な技術が確立している」との技術評価がなされている。 
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15-7 地下の列車走行に伴う地上における磁界 

地下を走行する列車から発生する磁界については、距離の 3 乗に反比例して減衰するため、

現在想定している深度を走行する際の地上における磁界は極めて小さい。これについて定量的

な値を下記のとおり算出した。なお、超電導リニアから発生する磁界の主な発生源は、車両に

搭載された超電導磁石である。推進コイル及び浮上案内コイル等からも磁界は発生するが、超

電導磁石と比較して非常に小さいため、超電導磁石から発生する磁界を対象とした。 

 

15-7-1 算出方法 

超電導磁石からの距離に応じた磁界（B : 磁束密度[T]）をビオ・サバール（Biot-Savart）

の法則に基づき算出し、これにより算出された値を予測値とした。 

 

    ビオ・サバール（Biot-Savart）の法則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15-7-1-1 ビオ・サバールの法則概念図 

（点 Q に電流 I が流れたときに、点 P に発生する磁界 B） 
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超電導リニア 1 編成は、17 台車から構成されており、各台車の両側には、超電導磁石が配

置されている。個々の超電導磁石からの磁界を上記法則から算出し、すべての台車について

合成することにより、1 編成の磁界を求めた。図 15-7-1-2 に超電導磁石の概要を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15-7-1-2 超電導磁石を拡大した概略図（磁界の算出にあたっての前提条件） 
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15-7-2 実測値と算出値の比較 

山梨リニア実験線における実測結果と、ビオ・サバールの法則を用いて算出を行った結果

との比較を、図 15-7-2-1 に示す 2 地点（線路脇 4m、高架下 8m）において行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15-7-2-1 山梨リニア実験線における実測値と予測値の比較 

 

上記の通り、実測値と算出値は一致しており、信頼性の高い手法である。また、地下の走

行時においても地質の影響を殆ど受けないため、本手法を適用する上で問題点は無い。 

 

15-7-3 地上における磁界 

浅深度トンネル及び大深度トンネルを走行する際の磁界の算出値および基準値を表 

15-7-3-1 に、算出地点のイメージを図 15-7-3-1 及び図 15-7-3-2 に示す。なお、表の磁界

の基準値については、「特殊鉄道に関する技術上の基準を定める告示の解釈基準」に基づき、

国際非電離放射線防護委員会（ICNIRP）の基準（表 15-7-3-2）に従うこととされており、超

電導磁石の間隔と列車の走行速度から求めた周波数に応じた値を記載している。表に示す通

り、算出値は基準値を大幅に下回っており、影響は極めて小さいことがいえる。 

 

表 15-7-3-1 磁界の算出値および基準値 

算出ケース 算出位置の説明 
磁界 

（ mT ） 

基準値 

（ mT ） 

1 
浅深度トンネルの地面上での算出値 

（トンネル上部より約 20m） 
0.0006 

1.2 

(500km/h 走行時) 

13.8 

（150km/h 走行時）
2 

大深度トンネルの地面上での算出値 

（トンネル上部より約 40m） 
0.0001 
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図 15-7-3-1 地上における磁界の算出位置イメージ（ケース 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15-7-3-2 地上における磁界の算出位置イメージ（ケース 2） 

 

表 15-7-3-2 国際非電離放射線防護委員会のガイドラインに基づく基準 

 

 静磁界 変動磁界 

周波数ｆ[Hz] 0 1～8 8～25 

磁束密度 B[mT] 400 40/ｆ2 5/ｆ 

←算出位置 

←算出位置 
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15-8 ビオ・サバールの法則 

ビオ・サバールの法則とは、導体に流れる電流によって、導体周囲に生じる磁界の強さを算

出するための法則である。細長い導体に電流 I が流れている時、導体上の任意の点 Q において

導体の微小長さ sd

と電流との積 sId


（電流素片）によって点 Q から距離 r


の点 P に生じる磁界

（磁束密度）は Bd

である。ビオ・サバールの法則の概念図を図 15-8-1 に示す。また、導体に

電流が流れた場合、流れる向きによって磁界の向きが定まる。（右ねじの法則：図 15-8-2）右

ねじが進む向きに電流を流すと磁界は右ねじを回す向きに生じる。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15-8-1 ビオ・サバールの法則概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15-8-2 右ねじの法則概念図 
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図 15-8-1 のように電流が流れている場合、点 Q に流れる電流によって点 P に生じる磁界（磁

束密度）は紙面右奥の向きに発生し、ビオ・サバールの法則に基づき以下の式で求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点 P には点 Q から生じる磁界だけではなく、電流が流れる導体すべての点から生じる磁界の

影響を受けるため、点 P に生じる磁界 B

（磁束密度）は以下の式で求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0  : 真空の透磁率（N/A2） 

I  : 電流（A） 

Bd

 : 磁束密度（T） 

sId

 : 導線を流れる電流の微小区間のベクトル（電流素片）（A・m） 

r

 : 点 P と点 Q 間の位置ベクトル（m） 

r  : r

の絶対値 

0  : 真空の透磁率（N/A2） 

I  : 電流（A） 

B

 : 磁束密度（T） 

sId

 : 導線を流れる電流の微小区間のベクトル（電流素片）（A・m） 

r

 : 点 P と点 Q 間の位置ベクトル（m） 

r  : r

の絶対値 
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15-9 磁界の測定結果について 

山梨リニア実験線で計測した磁界を付属資料 1～11 に示す。各付属資料の内容およびその

測定箇所については下記のとおりである。なお、この測定作業は、平成 25 年 12 月 5 日に沿

線各都県市（東京都、神奈川県、川崎市、横浜市、相模原市、山梨県、静岡県、静岡市、長

野県、岐阜県、愛知県、名古屋市）の環境審査会と自治体担当者の計 20 名及び報道各社の立

会のもと、公開した。 

 

付属資料 1 超電導リニアの磁界測定データについて 

付属資料 2 測定地点図 

付属資料 3 測定地点Ⅰ―都留保守基地 

・環境影響評価準備書に記載の実測値測定点 1（超電導磁石から水平 6m 地点） 

付属資料 4 測定地点Ⅱ―車両基地近傍 

・浅深度地下トンネル模擬点・・・トンネル上の土被り約 2m 地点の地上高さ 0.5m 

付属資料 5 測定地点Ⅲ―乗降装置・車内 

・駅の乗降装置内（高さ 0.5, 1.0, 1.5m の最大値） 

・超電導リニア車両内（出入台、貫通路、客室 2 か所の各箇所における高さ 0.3, 1.0, 1.5m

での最大値） 

付属資料 6 測定地点Ⅳ―都留市大原 

・環境影響評価準備書に記載の予測値予測地点 02・・・高架橋高さ約 25m 地点の地上高さ

1.5m 

付属資料 7 測定地点Ⅴ―大月市初狩 

・環境影響評価準備書に記載の予測値予測地点 03・・・高架橋高さ約 5m 地点の地上高さ

1.5m 

・環境影響評価準備書に記載の実測値測定点 2（高架下 8m 地点） 

付属資料 8 測定地点Ⅵ―大月市黒野田 

・大深度地下トンネル模擬点・・・トンネル上の土被り約 37m 地点の地上高さ 0.5m 

付属資料 9 (参考資料 1)磁界に関わる法令等及び当社の考え方 

付属資料 10 (参考資料 2)使用した磁界の測定機器と数値の読み取り 

付属資料 11 (参考資料 3)磁界測定作業公開時の配布資料に記載した 12/4 測定データ 

 

なお、心臓ペースメーカ等への対応について、当日の測定結果をもとに整理した結果を付

属資料 12 に示す。 

 

付属資料 12 (参考資料 4) 心臓ペースメーカ等への対応について 
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15-10 誘導集電等に伴う高調波による電子機器等への影響について 

15-10-1 誘導集電に伴う高周波電流の供給方法及び電磁放射の減衰特性について  

誘導集電に伴う高周波電流の供給方法については、電源にインバータを用い地上ループに

共振特性を持たせて正弦波電流を供給する。周波数は 10kHz 以下を用いており、高調波はパ

ルス幅制御とフィルタで除去する。 

また、電力供給ケーブルやコイル等からの電磁放射の減衰特性については、地上ループを

「ねん架（2 本の電線を一定間隔で交差させる）」しているため、距離の 2～3 乗に反比例す

る減衰特性を示す。減衰特性については、実験線の一部区間および車両基地で試験を行って

おり、確認している。 

近隣の通信線についても誘導障害が出ないように設計しており、機器等への影響はない。 

なお、誘導集電は５ｋｍ程度ごとに用地内に周波数変換装置（コンバータ・インバータ）

を設置し、商用周波数から給電周波数に変換して、地上のループに給電する。 

 

15-10-2 電磁障害に関する基準について 

電磁障害の防止については、「電気設備に関する技術基準を定める省令」等に従って対策

を実施するが、他の鉄道と同様、通信事業者とも協議のうえ、対策が必要な場合は、変電施

設側でフィルタ（ノイズの元となる成分を除去する装置）を設けることで対応していく。 

基準については、鉄道の EMC（電磁両立性）に関する国際規格 IEC62236 が近年制定され、

限度値と測定法が定められている。なお、超電導リニアの場合は在来線・新幹線のような架

線・レールで構成される大きな放射ループを持たず、レールを介して大地に電流が流れない

ため、確実に対策が行え、電磁障害が大きくなることはない。 

山梨リニア実験線においては車両基地及びトンネルの一部区間に試験設備を設置し、設備

設計のための要素データを測定している。この中で、近傍での測定から規格に適合可能なこ

とを確認している。 

設備設置に当たっては、技術基準に則り国際規格に適合することを確認したうえで、一般

の機器を含めて、通信障害が発生しないように計画していく。 

 

 

 


